
はじめに

　アメリカでは教育は基本的に州政府の権限
事項とされている．合衆国憲法修正第 10 条は

「連邦政府に委任していない権限または州政府
に禁止していない権限は州政府に留保される」
と定めており，教育はそれに該当するからであ
る．しかし南北戦争を機に連邦政府は教育分野
に次第に関与するようになる．その最初とされ
ているのが 1862 年モリル法（Morrill Act）で
ある．同法は州政府による農業大学や工科大学
の開設支援を目的に国有地を州に譲渡するもの
であり，これによって全米各地で州立大学が相
次いで設立されていった1）．また，1867 年には
アンドリュー・ジョンソン大統領が連邦教育省

（U. S. Department of Education）を 設置 し て
いる2）．しかしながら，州の教育への連邦の介
入を懸念する声から，1868 年に連邦教育省は
教育部（Bureau of Education）に格下げとなり，
連邦内務省（U. S. Department of Interior）の
なかで学校統計などを所管するだけの小さな
部局にされてしまった3）．だが，20 世紀に入る
と連邦政府は高等教育や職業教育に関与する
ようになる．その代表的なものが 1917 年スミ
ス = ヒューズ法である．同法は今日のアメリ
カのさまざまな職業訓練事業の基礎となったも
のである．また，ニューディール期には，緊急
対策ではあるが，連邦公共事業局（PWA）に
よる地方の学校施設建設の支援なども行われた

（Pullman and Van Patten 2005: 213─217）．

　しかし，公教育は伝統的に州の責任事項であ
り，連邦政府は州の公教育には原則として関与
できない．そのためアメリカでは現在も国家と
しての統一的な義務教育制度は存在せず，州ご
とに多様な公教育が行われている．例えば，義
務教育の年限，小学校・中学校・高校の修業年
限，カリキュラム，公立学校の管理運営等につ
いても州ごとに多様である．そして「K─12」（幼
稚園から小中高まで）とよばれる公教育につい
ては，「ローカル・コントロール」の理念に基
づいて「学校区（school district）」という市や
カウンティから独立した地方教育機関によって
行われているのが一般的である．したがって州
のなかでも学校区ごとに多様な教育が行われて
おり，それがアメリカの公教育の大きな特徴と
なっている．
　歴史を遡れば，アメリカの義務教育制度が確
立をみるのは 19 世紀後半である．万人に無償
かつ非宗派的な教育を提供する義務教育制度の
確立は，マサチューセッツ州の教育者ホレー
ス・マン（Horace Mann）の影響が大きいと
いわれる．マサチューセッツ州などニューイン
グランド地方では 17 世紀後半から各地で学校
制度が作られ，住民自治の教育が行われていた．
しかし 19 世紀に入ると徐々に都市化と産業化
が進み，都市には多様な人口が集中するように
なった．そこでマンは，アメリカの民主統治の
発展のためには市民に普遍的な教育機会を提供
するとともに，市民も児童に教育を受けさせる
義務を負う公教育が必要であると説いた．そし
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て 1830 年代から 1850 年代にかけて全米各地で
「普遍学校運動（common school movement）」
が展開され，19 世紀末には全米各州で多様な
公教育制度が確立されるに至った4）．
　州の教育に連邦政府が介入を始めるのは，
1950 年代の公民権運動を契機とする5）．キン
グ牧師に率いられた公民権運動は黒人と白人
の教育格差の問題を大きく取り上げた6）．こ
れを受けてジョンソン政権は 1964 年に公民権
法を制定して人種差別を禁止するとともに，
1965 年 に 初等中等教育法（Elementary and 
Secondary Education Act）を制定して貧困家
庭の児童に対する教育支援事業を開始した．こ
れをきっかけに連邦政府は州や地方政府に対す
る教育支援プログラムを次々に打ち出していっ
た．そして後述するように 1979 年にはカーター
大統領が連邦教育省を設置したことで，教育政
策における連邦・州・地方の縦の関係が強めら
れていった．
　それでも 1980 年代までは，州や地方の公教
育に対する連邦政府の関与は限定的なもので
あったといえる．なぜなら連邦事業のほとんど
は，貧困地域や貧困家庭への財政的支援など
間接的なものに限られていたからである．しか
し 1990 年代に入ると，連邦政府は州政府の公
教育に正面から関与するようになった．その画
期となったのが，クリントン政権の 1994 年に 
立法化された「GOAL 2000：アメリカ 教育法 

（Educate Americans Act）」と ｢アメリカ学校 
改善法（Improving Americaʼs Schools Act）｣
である．この 2 つの法律を通じて連邦政府は州
及び地方教育機関に対して全国的な学力水準の
達成を強く要請した．さらに，ジョージ W．ブッ
シュ政権は 2002 年に「落ちこぼれをつくらな
い 法律（No Child Left Behind Act: NCLB）」
を制定し，連邦政府が定める教育水準の達成を
州や地方教育機関に命じるとともに，それを達
成できない公立学校に対し生徒の転校や補習の
提供さらには学校再編という制裁措置を課し
た．その結果，アメリカの公教育は連邦政府の

強い統制のもとに置かれるようになった．
　しかしながら，アメリカで進められている教
育改革を単純に教育行政の中央集権化とみるの
は正しくない．そこには教育の地方分権を求め
る主張もあれば，教育の市場化を求める主張も
あるからである．それらに共通するのは，伝統
的な公教育に対する信頼のゆらぎである．教育
行政に不信感をもつ人々は，公教育に競争原理
を導入し，親の学校選択をつうじて教育レベル
の向上を図るべきであると主張する．そして州
の教育当局が改革に消極的な場合には，連邦政
府の立法をつうじて学校選択を強制すべきであ
ると主張する．
　より重要なことは，こうした一連の教育改革
によって，アメリカの公教育のかたちが大きく
変わってきていることである．いまでは地方の
公教育に民間企業や「信仰を基盤とする組織

（FBO）」など多様な団体が参入するようになっ
た．なかでも「チャータースクール（特別認可
校）」は多様な運営主体によって設立される新
しいタイプの公立学校であり，全米各地で様々
なチャータースクールが設立されている．だが，
公教育への民間企業の参入や市場化をめぐって
はいまも論争が続いている．その一方で，教育
改革をめぐっては価値の対立が住民の間に深刻
な亀裂をもたらしている．その象徴的なものが

「学校バウチャー」である．学校バウチャーは，
公立学校と私立学校の費用負担の公平化を図る
ものだが，私立学校の多くは宗教系の学校であ
ることから，政教分離の問題が持ち上がってい
る．2008 年の大統領選挙でアメリカ史上初の
黒人大統領となったバラク・オバマは，公教育
の再生を主張し，チャータースクールを支持す
る一方で，学校バウチャーには反対の姿勢を示
している．だが，依然として公教育に対するア
メリカ国民の不信は根強く，教育改革はいまも
アメリカにおいて大きな政治争点であり続けて
いる．
　本論文は，こうしたアメリカの教育改革につ
いて行政学のアプローチから分析を試みるもの

（2）



�アメリカの教育改革とガバナンス（小池）

である．アメリカの教育改革についてはこれま
で多くの研究が行われているが，そのほとんど
は政治過程に関するものである．しかしながら，
制度改革は行政次元の問題を無視して論じるこ
とはできない．制度改革がどれだけの成果をあ
げられるかは，行政の制度設計やマネジメント
の仕組みに大きく依存しているからである．こ
れは教育改革の研究においても「ガバナンス」
の分析が不可欠になることを意味する．ガバナ
ンスに関する研究はいまだ発展途上であるが，
ここではアメリカにおける教育ガバナンスの特
徴とその歴史的変化に注意を払いながら，アメ
リカが直面する教育改革の問題を析出すること
にしたい．

1．アメリカにおける公教育のガバナンス

　はじめに，アメリカの公教育の特徴を概観し
ておこう．冒頭でも述べたように，アメリカで
は州が公教育に関する責任を負っている．ただ
し，より正確にいえば，公教育に対して第一義
的に責任を負うのは，地方の教育機関である地
方教育委員会である．この州政府が公教育制度
を統括し，実際の運営については地方教育委員
会が責任をもつという ｢ローカル・コントロー
ル｣ の仕組みは，1920 年代までに普遍的な制度
としてほぼ全米的に定着していった．
　アメリカの公教育システムの大きな特徴の一
つ は，地方教育機関 を 市（municipalities）か
ら分離していることである7）．公教育制度の確
立に際して当時の市民や教育関係者は，公教育
に対する政党の干渉をできるかぎり排除しよ
うとした．19 世紀後半のアメリカの都市では，
政党マシーンによる政治の腐敗が大きな問題と
なっていたからである．そこで市民らは州議会
に対し市から独立した地方教育委員会と教育長
を置くことを要求した．しかし，教育委員会の
委員は基本的に公選であるから，そこには政治
的あるいは地域的な利害が持ち込まれやすいこ
とに変わりはない．実際にも教育委員会の委員
の数は，19 世紀後半から急速に拡大していっ

た．とくにピッツバーグやシカゴなどの大都市
では教育委員の数は 40 人以上にもなり，さま
ざまな議題を処理するための常任委員会も数多
く設置された．そこで 20 世紀に入ると，能率
と専門主義を主張する市政改革運動や革新主義
の影響のもとに，都市では教育委員会の委員
の削減と教育長のマネジメント権限の強化が
進められた．その結果，1920 年代までに，ほ
ぼ全米的に地方教育委員の数は 5～7 人へと削
減されたのである（Zeigler， Kehoe， Reisman 
1985）．また，教育長には教育の指導者として
の役割に加えて，ビジネス・マネジャーとして
の資質が求められることになった（Kowalski 
1999: 2─7）．さらに，学校区の運営においても
能率が重視されたため，小さな学校区は統合さ
れ，学校区の数は大幅に減少した．こうして州
ごとのバリエーションはあるものの，20 世紀
前半にはアメリカ各地で地方教育機関を基盤と
する自律性の高い公教育システムが形成される
ことになったのである．
　一方で，州レベルにおいても，州教育委員
会と教育長が設置され，地方教育機関を統括
する仕組みがつくられた．そして，教育の専
門職業化（professionalization）が進むにつれ
て教員や教育行政官は次第にそれぞれの組織
を拡大し，やがて全米的な利益団体を組織し
ていった．その主なものには，全米教育協会

（NEA：1857 年設立），アメリカ学校管理者協
会（AASA：1865 年設立），全米 PTA（1896
年設立），全米地方教育委員会協会（NSBA：
1940 年設立），全米州教育委員協会（NASBE：
1958 年設立）などがある8）．これらの全国組織
は各州に支部をもち，各州や地方教育機関の教
職員の相互学習を支援した．また，アドボカシー
団体として教育改善のキャンペーンや政策提言
を行い，各州の教育政策にも大きな影響を与え
るようになった （Fusarelli 2003: 2─3）．
　第二次大戦後になると，これらの全米教育者
組織は政党への働きかけや連邦議会へのロビイ
ング活動を活発化させ，連邦政府の立法や教育
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行政にも大きな影響を及ぼすようになった．な
かでも会員 300 万人を擁する全米の教員組合組
織である全米教育協会（NEA）はもっぱら民
主党を支持し，大統領選挙や連邦議会議員選挙
に強い政治的影響力を行使するようになった9）．

2．1965 年初等中等教育法の制定

　連邦政府が州や地方の公教育に対して正面か
ら関与するようになるのは，1960 年代のジョ
ンソン政権からである．1950 年代後半からの
公民権運動の盛り上がりのなかで，暗殺された
ジョン F．ケネディに代わって大統領に就任し
たリンドン B．ジョンソンは「貧困との戦い」
を宣言し，教育と貧困問題を政権の優先課題と
することを明言した．そして 1964 年経済機会
法を制定し，そこに「ヘッドスタート事業」を
盛り込んだ10）．ヘッドスタート事業は，貧困地
域の貧困家庭の就学前児童（3～5 歳）に対し
て無償の保育サービスを連邦補助で行うもの
で，小学校に入る時点での児童の教育格差を是
正することを目的とするものであった11）．
　ジョン ソ ン は 1964 年 の 大統領選挙 に 勝利
す る と， 教育局長 の F．ケッペ ル（Francis 
Keppel） に 初等中等教育法案（Elementary 
and Secondary Education Bill）の立案を命じ
た （Graham 1984）12）．ケッペ ル は，議会 や 圧
力団体の反発や支持を考慮して，3 つの案を作
成してジョンソン大統領に提示したとされる

（Spring 2005）．第 1 案は，すべての公立学校
に補助金を交付するもので，これには全国カソ
リック福祉会議（NCWC）からの反対が予想
された13）．第 2 案は，公立学校と私立学校の両
方に補助金を交付するもので，これは合衆国憲
法の政教分離の原則に反する恐れがあるととと
も に，全米教育協会（NEA）や 南部民主党議
員の反発が予想された14）．そして第 3 案が，貧
困児童に対する教育助成を行うための特定補助
金を創設するというものであった．この案は，
貧困な農村地域を代表する南部民主党員を納得
させると同時に，貧困児童を対象とすることか

らカソリックの学校も含まれることになる．ま
た，いわゆる紐付き補助金であるため，連邦政
府による州の教育省に対する統制も担保され
る．ジョンソン政権はこの第 3 案の線で法案を
作成し，同法案は 1965 年 4 月に成立した．
　この 1965 年初等中等教育法は，アメリカの
義務教育における連邦政府の役割を公式化した
という点で，きわめて大きな意義をもつもので
あ る（Bresnick 1979） ．1965 年初等中等教育
法の柱は，貧困児童に対する教育上の支援を定
めた「タイトルⅠ」である．連邦政府はそのた
めに必要な財政支援を学校区に対して行うとさ
れ，配分公式（フォーミュラ）に基づいて全米
の 3 万近い学校区に連邦補助金が交付されるこ
とになった．前述のように，学校区の基本的な
財源は資産税であるため，富裕な世帯が多く居
住する地域と貧困世帯が多い地域では学校区の
財政に大きな格差が生じる．したがって貧困地
域ほど教育予算は限られ，十分な教育機会が提
供できないため生徒のドロップアウトが増える
という悪循環に陥りやすい．また，州政府の積
極的なアクションによる学校区間の格差是正
も，「ローカル・コントロール」というアメリ
カの公教育の原則や州議会の反対から容易に行
うことはできなかった．こうした状況において
1965 年初等中等教育法タイトルⅠは，住民の地
方税負担を引き上げず，州政府の関与も伴わな
いグッドアイデアとして歓迎され，アメリカ教
育システムのなかに定着していったのである．
　他方で，1965 年初等中等教育法は連邦教育予
算を大幅に増額させ，教育行政における連邦政
府のプレゼンスを高める役割も果たした．また，
1965 年初等中等教育法タイトル I の連邦補助金
は，学校に通う低所得家庭の児童数に基づいて
学校区に配分されるが，学校区を管轄するのは
州政府の教育省であるため，タイトル I の拡大
につれて学校区に対する州教育省の監督的役割
も拡大していった （Fusarelli 2003: 3）．その結
果，アメリカの公教育においては，連邦保健教
育福祉省の教育局から州の教育省を通じて地方
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の学校区まで縦に連なる官僚制が形成されるこ
とになった．そして連邦議会（委員会）や，連
邦教育庁，教職員組織の全国的圧力団体，マイ
ノリティ団体は一種のサブガバメント（下位政
府）を形成し，大統領に連邦教育プログラムの
拡大を強く働きかけるようになった．1965 年初
等中等教育法は全米的な教育政策ネットワーク
を構築する触媒の役割を果たしたのである．
　1965 年初等中等教育法 は，その後 1967 年，
1970 年，1974 年に再授権され，1978 年の再授
権では対象児童の範囲が大きく拡大された15）．
そして 1979 年のカーター大統領による連邦教
育省の創設により，教育分野における連邦政府
の役割はさらに強調されることになった．財政
面からみれば，連邦補助金が地方の学校区の予
算に占める割合は小さいものであったが，貧
困地域の学校区は連邦補助金への依存を強めて
いった．しかし，それでも公教育に対する批判
は 1970 年代を通じては顕在化しなかった．分
権的な構造のなかで市民によって民主的に統治
される公教育システムは，いわゆる「最善のシ
ステム」としてアメリカ国民に信頼され続けて
いたからである（Tyack 1974）．別の見方をす
れ ば，1965 年初等中等教育法 は，公民権法 に
基づく人種平等の公教育と「ローカル・コント
ロール」を同時に達成するための新しい仕組み
を構築するものであったということができる．
しかし，この新しいガバナンスは，州や地方の
公教育における行政の役割のいっそうの拡大を
もたらすものであった．そして 1970 年代後半
からのいわゆる「納税者の反乱」のなかで，教
育はまさに新自由主義改革のターゲットとされ
ていくのである．

3．教育改革の始動

　アメリカにおいて公教育の改革が本格化す
るのは 1980 年代である．その引き金となっ
たのが，1983 年に発表された報告書『危機に
立 つ 国家（A Nation at Risk）』で あ る．レー
ガン政権の教育省長官に任命された T．ベル

（Terrence Bell）は 1981 年 に「教育 の 卓越性
に関する国家委員会（National Commission of 
Educational Excellence）」を設置し，教育政策
の見直しに着手した．同国家委員会はアメリ
カの教育の現状を詳細に調査し，2 年後の 1983
年に最終報告書『危機に立つ国家』を発表した．
同報告書は，アメリカ人の教育レベルが伸び悩
んでいると分析し，アメリカ社会に「凡庸性の
増長（“a rising tide of mediocrity”）」がみられ
ると警告した．この調査結果はアメリカ人の教
育システムに対する自尊心を大きく傷つけるも
のであったといってよい．調査結果がメディア
を通じて全米に喧伝されると，全米各州では公
教育を見直す動きが本格化した．ただし，レー
ガン政権は公教育制度の見直しよりも，公教育
の廃止を企図していた．すなわち，連邦教育省
を廃止し，学校バウチャーを導入して公教育を
解体することを目論んでいたのである．ただ
し，レーガン政権下では教育省の廃止も学校バ
ウチャーの導入も連邦議会の反対によって実現
しなかった．その代わりに，レーガン大統領は
連邦教育予算を大幅に削減した．そして，それ
によって州レベルにおける教育制度改革はいっ
そう加速されることになった（Witte 2000）．
　もっとも，『危機に立つ国家』がアメリカ人
の教育レベルの低下を提起したことから，1980
年代における教育改革の主題は教育システムの
改善におかれたといってよい．すなわち，各州
では卒業要件の厳格化や授業日数の増加，学力
テストの導入拡大，教員資格の厳格化，教員給
与への業績給の導入などの教育改革が進められ
ていった （自治体国際化協会 1997）．
　それらのなかでも最も成果を上げたといわれ
ているのが「マグネットスクール」である．マ
グネットスクール制度は，科学や芸術などに特
化した公立高校を設置するもので，生徒は学区
を越えて入学することができる．その目的は，
生徒の専門的な能力を開発するとともに，学区
の公立学校に通う貧困家庭の児童やマイノリ
ティの児童に対して新しい教育機会を提供する
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ことにあった．実際にも，マグネットスクー
ルには多くのマイノリティの児童が通うように
なり，学力の向上と卒業後のキャリアに良い影
響があったとされている．もっとも，マグネッ
トスクールの入学試験に合格するためには小さ
いうちから教育に投資する必要があるため，貧
困家庭の児童生徒にとっては必ずしも有利な選
択肢とはいえないが，従来の学区制度のもとで
は地元の公立高校に進学するほかに選択肢がな
かったことを考えれば，マグネットスクールは
大きな魅力をもつものであった．マグネットス
クールは既存の公教育システムの枠内で生徒に
新たな能力開発の機会を提供するものであった
ことから教育関係者にも支持され，全米各地に
急速に拡大していった．その総数は 1990 年代
半ばには全米で約 2,400 校にまで増え，120 万
人以上の生徒が通うまでになった．とくにロサ
ンジェルス，シンシナチ，バッファロー，ニュー
ヨークなどの大都市では 3 分の 1 の生徒がマ
グネットスクールに通うまでになった（Colvin 
2004）16）．
　もっとも，レーガン政権による公教育の改革

は頓挫したが，それが各州の公教育改革に与え
た影響は決して小さくはなかった．後述するよ
うに，各州の公教育制度は新自由主義論者や宗
教的右派からの厳しい批判にさらされるように
なった．新自由主義論者は，教育における「選
択と競争」を主張し，宗教的右派は「学校バウ
チャー」の導入を声高に唱えるようになった17）．
そして 1990 年代に入ると，公教育制度の改革
は全米的な争点へと高まっていった．各地にお
ける教育改革の多様な流れがあちこちで合流
し，やがて全米的な改革の大きな潮流が生まれ
ていったのである．

4．1990 年代における「学校選択」

　表 1 に示したように，1990 年代からの教育
改革は，全米的な教育目標の設定と州・地方に
おける多様な教育改革の相互作用をつうじて進
展していった．連邦レベルでは，第 41 代ジョー
ジ H．W．ブッシュ大統領が 1989 年にバージニ
ア州シャーロッツビルにおいて 50 州の知事と
ともに開催した「教育サミット」が大きな契機
となった．同サミットでは 2000 年までに達成

年 連邦・州政府の動き 政権

1958 国家防衛教育法制定 アイゼンハウアー（R）

1964 経済機会法制定・ヘッドスタート事業開始 ジョンソン（D）

1965 初等中等教育法制定 ジョンソン（D）

1979 連邦教育省設置 カーター（D）

1983 「危機に立つ国家」発表 レーガン（R）

1989 全米教育サミット G．ブッシュ（R）

1990 ウィスコンシン州で教育バウチャー導入 G．ブッシュ（R）

1991 「アメリカ 2000」発表
ミネソタ州で全米初のチャータースクール開設 G．ブッシュ（R）

1994 GOAL 2000：アメリカ教育法制定
アメリカ学校改善法制定 クリントン（D）

2001 「落ちこぼれをつくらない法律（NCLB）」制定 G．W．ブッシュ（R）

表 1
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すべき教育目標として 6 項目が合意された．こ
れは，①アメリカのすべての子供は学習の準備
を整えて就学する，②生徒の高校卒業率を 90%
に 高 め る，③第 4 学年，第 8 学年，第 12 学年
の生徒は，英語，数学，理科，歴史，地理の各
教科において一定水準の学力を習得してから進
級する，④アメリカの生徒は，理科および数学
のアチーブメントテストで世界一となる，⑤ア
メリカの成人市民の識字率を 100% にする，⑥
全米のすべての学校から麻薬と暴力を追放す
る，というものであり，一般国民にもわかりや
すい目標が設定された．
　ブッシュ大統領はこの 6 の教育目標を 1990
年 1 月 31 日の一般教書演説で発表し，1991 年
4 月 18 日に教育目標の 3 に掲げた 5 の主要教
科における「ワールドクラス」の標準を作成
するため，「アメリカ 2000」と名づけた連邦事
業の開始と，目標の到達状況を評価するため
の「アメリカ・アチーブメントテスト」の開発
を発表した．そして同年 7 月には教育目標の達
成に向けた州政府の取組を支援する機関として

「全米教育目標会議（National Education Goals 
Panel: NEGP）」を設置した18）．また，1992 年
1 月には「教育基準と考査に関する全国委員
会（National Council on Education Standards 
and Testing）」が 報告書「ア メ リ カ の 教育標
準 の 向上」（Raising Standards for American 
Education）」を発表した．こうしてブッシュ政
権は全米学力標準（ナショナル・スタンダード）
の設定に向けて本格的な取組みを開始した．
　しかし，ブッシュは 1992 年の大統領選挙で
敗北し，「アメリカ 2000」の実行は次期大統領
のビル・クリントンに委ねられることになっ
た．もっとも，クリントン大統領はアーカン
ソー州知事時代には教育改革で知名度をあげ
た人物であり，1989 年の教育サミットでは副
議長をつとめたことから，「アメリカ 2000」の
継承には躊躇しなかった．むしろクリントン
は，さらに 2 項目（学校の安全強化と保護者の
教育への参加）を国家目標に追加し，1994 年

に「GOAL 2000：ア メ リ カ 教育法（Educate 
America Act）」を制定して，州政府に対して
目標達成を強く求めたのである．
　GOAL 2000 は，全米学力標準の達成に向け
て「学校改善計画」を作成した州に対して連
邦補助金を交付するものである．GOAL 2000
では，そうした州の取組みを支援する機関と
し て「全国教育基準改善諮問委員会（National 
Education Standards and Improvement 
Council: NESIC）」を設置し，主要 5 教科にお
ける教育目標の全米学力標準の開発を進めると
したほか，各州の教育省に対して全米学力標準
に準じた具体的な教育基準の設定を求めた19）．
さらにクリントン大統領は，1994 年アメリ
カ 学校改善法（Improving America’s Schools 
Act）を制定し，成績基準の開発とその適用を
各地方教育委員会に要求した．1994 年アメリ
カ 学校改善法 は，1965 年初等中等教育法 の 再
授権法であると同時にその改正法であるが，ク
リントン政権はタイトルⅠの対象となる地方教
育機関に対して，①数学と国語（読解）の分野
において生徒が知っておくべき挑戦的な内容
基準の開発，②これらの内容基準について「秀

（advanced）」「優（proficient）」「良（partially 
proficient）」を表わす成果基準の開発，③ 5 年
次，6～9 年次，及び 10～12 年次の 3 段階にお
いて少なくとも数学と国語における内容及び
成果基準と結びついたアセスメントの開発及び
実施，④上記の基準とアセスメントによるタ
イトル I の生徒の測定（すなわち統一システム
の構築），⑤成果基準の活用による改善のため
のベンチマーク（「年度ごとの十分な能力向上

（Adequate Yearly Progress: AYP）」の構築と
その達成に向けた努力の要請20）という 5 項目
をアメリカ学校改善法に盛り込んだ．要するに，
連邦政府はタイトルⅠの補助金の受給対象とな
る地方教育委員会や学校に対して，連邦補助金
の交付条件として全米学力標準を達成するため
の努力を義務として課したのである．こうした
取り組みの結果，1990 年代をつうじて各州に
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おいて教育達成水準の整備が進んだことは事実
である21）．しかし教育改革という点について言
えば，1990 年代における連邦政府の取り組み
はあくまで間接的なものにとどまり，成果も限
られたものであった．

5．州レベルにおける「学校選択」の展開

　一方で 1990 年代は，各州で「学校選択（school 
choice）」の嵐が吹き荒れた時代でもあった．
学校選択 は「公共選択（public choice）」の 考
えに沿ったもので，公立学校制度に競争原理
を導入し，保護者の学校選択をつうじて教育
の効率化と教育成果の向上を図るというもので
ある．導入された学校選択の制度には多様なも
のがあるが，なかでも 「学校バウチャー」と

「チャータースクール」は最も代表的なものと
されるものである．
　「学校バウチャー（school voucher あるいは
education voucher）」は，公立学校で学ぶ生徒
に「バウチャー」と呼ばれる現金引換え券を交
付し，私立学校を選択できるようにするもので
ある（自治体国際化協会 2002）．公立学校の授
業料をバウチャー化して保護者に渡せば，保護
者はそのお金を私立学校の入学費用に当てるこ
とができる．そこでは質の低い公立学校から
質の高い私立学校への生徒の転校が促されるた
め，公立学校は私立学校との競争に負けないよ
うに教育の質を高める努力をせざるを得なくな
る．この考えの背景には，私立学校に子どもを
通わせる保護者は私立学校の学費と公立学校の
運営に当てられる税金を二重に支払っていると
いう批判と，それにもかかわらず一般に私立学
校の方が教育内容が優れており，公教育は税金
を無駄遣いしているという批判がある22）．
　学校バウチャーは古くから提唱されているも
のであるが，実際に導入したのは 1990 年のウィ
スコンシン州が最初である23）．ウィスコンシン
州の制度は，所得が貧困ラインの 1.75 倍以下の
家庭の児童を対象に，学校区への生徒一人あた
り州補助金と同額の 2,500 ドルを支払うという

ものであった．これはバウチャーの対象を，私
立学校に子どもを通わせるほどは財政に余裕の
ない家庭に限定したものである．バウチャー事
業の対象地域は公立学校の機能に問題があると
される大都市（すなわちミルウォーキー市）に
限定され，選択できる私立学校も当初は非宗教
系の学校に限定された．対象人数も全生徒数の
1%（1990─91 年度 で は 931 人）を 限度 と し て
始められた．しかし，1995 年にウィスコンシ
ン州のトミー・トンプソン知事（共和党）はビ
ジネス界や宗教学校の強い支持のもとに，バウ
チャーの対象を宗教系を含む全私立学校へと拡
大するとともに，人数枠を 15,000 人に増やした．
しかし，宗教系私立学校を対象に含めたことか
ら，合衆国憲法が定める政教分離に反するとの
訴訟が起こされた（Witte 2000: 162─164）．
　学校バウチャーについては，1990 年にオレ
ゴン州，1992 年にコロラド州，1993 年にはカ
リフォルニア州で導入の賛否を問う住民投票が
行われたが，これらはいずれも否決された．そ
の後，バウチャー制度は 1996 年のオハイオ州
クリーブランド市に続いて，1999 年にはフロ
リダ州が導入したが，その後導入は進んでいな
い24）．全体としても，バウチャーで私立学校に
通う生徒の数は全米でも数万人しかおらず，成
果としてはきわめて限定されたものとなってい
る．その最大の理由は，私立学校の大半は宗教
系であり，宗教系学校への実質的助成になるバ
ウチャーは，国教の樹立を禁止した合衆国憲
法修正第 1 条に違反するという反対意見であ
る25）．学校バウチャーについては，2002 年に
連邦最高裁判所がバウチャー事業が中立なもの
であるかぎり違憲とはいえないとの判断を示し
ている（Ackerman 2003）．しかし，それにも
かかわらず学校バウチャーの導入は今なお大き
な政治的争点であり続けている．
　学校選択のもう一つの柱である「チャーター
スクール（charter school）」は，各州の教育機
関（州教育委員会，地方教育委員会，独立の認
証機関等）との契約に基づき，教師，両親その



�アメリカの教育改革とガバナンス（小池） （9）

他の団体によって設置運営される新しいタイプ
の 公立学校 で あ る （自治体国際化協会 1997）．
チャータースクールの設立要件は州ごとに異な
るが，カリキュラムの内容や教員配置などにつ
いて大幅な自由が認められており，スクールご
とに特色ある教育が行われるのが特徴である．
保護者はその地域に希望するチャータースクー
ルがあれば，伝統的な公立学校かチャータース
クールかを選択することができる．チャーター
スクールは公立学校であるため授業料は無料で
あり，入学に際しては生徒を選別してはならず，
一般的には入学定員を超える申し込みがあった
場合には抽選が行われる．なお，チャータース
クールが地方教育システムから独立している場
合，スクールバスは自前で提供するか，あるい
はシステム等と契約を結んで提供する．校舎や
教育設備はチャータースクールの設置者が整備
する．教職員はチャータースクールが雇用し，
雇用保険や労働安全規則については州の法律に
従うものとされている．
　チャータースクールの設立は，1991 年のミ
ネソタ州を皮切りに，1990 年代をつうじて全
米に拡大していった．連邦教育省の統計によれ
ば，2002─2003 年度には 39 州及びワシントン
DC において約 2,700 校のチャータースクール
が設置されており，これはアメリカの全ての公
立学校の 3% に当たる．もっとも，チャーター
スクールの設立状況は州によってさまざまであ
る．多くのチャータースクールが設立されてい
る州は，カリフォルニア（349 校），アリゾナ

（287 校），ミシガン（188 校），フロリダ（185
校），テキサス（180 校）の 5 州である．これ 
らの州は，チャータースクールの設立が比較的
容易であり，カリキュラム等の自由度が高い 

「強いチャータースクール法」の州に分類され
ている．他方で，チャータースクールの設立要
件が厳しく，カリキュラム等の自由度が低い 

「弱いチャータースクール法」の州では，チャー
タース クール の 設立数 は 少 な い．設立 さ れ
たチャータースクールの数が 10 以下の州は，

ニューハンプシャー，インディアナ，オクラホ
マ，ユタ，ワイオミングなど 11 州を数える．
　チャータースクールの設立目的も多様であ
る．2000 年の連邦教育省の報告書では，58%
の チャータース クール が「新 し い ビ ジョン

（alternative vision）」を 設置理由 に あ げ て い
る．それに続くのは「特別な生徒への教育」が
22.8% であり，「自治や弾力化の要求」が 8．6%
となっている（U. S. Department of Education 
2000）．全米各地でチャータースクールが増加
していることは事実であるが，チャータース
クールに対する見方や評価は分かれている．
チャータースクールの推進者は，多様なチャー
タースクールが供給されることによって保護者
の選択の範囲が広がり，児童の多様な教育ニー
ズにきめこまかく応えることができると主張す
る．また，伝統的な公立学校とチャータースクー
ルの間に競争が起きるため，双方において教育
内容の向上が図られるとも主張する．他方で慎
重派や反対派は，安易にチャータースクールが
設置され，それらに生徒が流れれば，公教育シ
ステムが崩壊すると警戒する．なかでも当初多
く聞かれた批判は，ビジネスの参入に対するも
のである．すなわち，営利企業が経営するチャー
タースクールはエリート志向になるという批判
である．
　しかしながら，連邦教育省の調査結果によれ
ば，伝統的な公立学校と比較するとチャーター
スクールは規模が小さく，白人生徒よりもマイ
ノリティの生徒を多く受け入れている．また，
生徒の経済状況をみると，無料あるいは減額の
学校給食を利用している生徒はチャータース
クールの方が多く，低所得の家庭の生徒が多い
という結果が示されている（U. S. Department 
of Education 2004）．全般的 に は，チャーター
スクールの生徒の成績は伝統的な公立学校より
下がる傾向がある．また，営利企業が設置者
となっているチャータースクールはまだ少な
い．ただし，チャータースクールのなかには
学校の運営業務を「教育経営組織（Education 
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Management Organization: EMO）」に 委 ね て
いるものが約 20% あり，そこにはエジソンス
クールのような営利企業や「ボーイズ・アン
ド・ガールズ・アメリカ」のようなコミュニ
ティを基盤とする組織（CBO）が含まれてい
る （U. S. Department of Education 2004）．
　チャータースクールに対してクリントン政
権は当初から積極的な支援を表明した26）．1994
年に創設した「公共チャータースクール事業

（Public Charter School Program: PCSP）」 は
チャータースクールの開設を支援するための連
邦補助金であり，州政府に交付される27）．連邦
補助金の予算総額は 1995 会計年度は 600 万ド
ルであったが，2001 会計年度には 1 億 9,000 万
ドルにまで増額されている．
　しかしながら，連邦政府の積極的な支援にも
かかわらず，チャータースクールの設立は思っ
たほどには増えていない．2009 年の全米の
チャータースクールの総数は 5,043 校であり，
公立学校の総数の 5% にとどまっている28）．そ
の最大の原因は，多くの州が認可するチャー
タースクールの数に上限（caps）を設定してい
ることにある．教員の全国組織である全米教育
協会（NEA）は，チャータース クール に 対 し
て，伝統的な公立学校制度に影響を与えないこ
と，私立学校の公立チャータースクールへの移
管を認めないこと，民間企業にはチャーターを
与えないこと，チャータースクールの教職員に
公立学校と同等の雇用関係を保障すること等の
条件を付けている．それを受けて各州では教員
組合がチャータースクール法の立法過程に働き
かけ，既存の公教育に影響を及ぼさない仕組み
を講じていった29）．その結果，チャータースクー
ルの認可枠は低く抑えられることになり，地域
によっては多くの待機児童さえ生まれることに
なった30）．
　それに加えて，チャータースクールの設立に
高いハードルが設けられたことも，チャーター
ス クール の 推進側 に とって は 逆風 と なった．
チャータースクールの開設に際しては，連邦政

府から 1 万ドルから 1 万 5 千ドルの補助金が交
付されるが，それを最も費用のかかる施設整備
に当てることは禁止されている31）．チャーター
スクールの設立にあたっては，認可手続に膨大
なペーパーワークが必要になるだけでなく，場
所や校舎の確保，コンピュータシステムの構築，
教員の確保や人事管理など総務機能の確立など
のさまざまな仕事が必要である．しかし，チャー
タースクールの教育に情熱をもつ人々のなかに
は経営管理に疎い人も多い．そこで運営を企業
などの EMO に委託すると，今度は EMO のア
カウンタビリティの問題が発生することにな
る．
　さらに，生徒の保護者にとっても，チャー
タースクールを選択することは実はそう簡単な
ことではない．チャータースクールは既存の
公立学校システムの枠外に設置されるため，ス
クールバス等の交通手段が提供されるとはかぎ
らない．また，チャータースクールは保護者の
積極的な参加と支援を求める場合が多いが，低
所得の家庭では働いている親が多く，教育への
参加は大きな負担となりうる．都市部では近在
のチャータースクールを見つけることができる
かもしれないが，そもそも人口が少ない農村部
ではチャータースクールに子どもを通わせるこ
とは相当の負担となる．
　これまでに開設されてきたチャータースクー
ルの多くは，こうした制約条件を克服しながら
運営されているものである．だが，現実には運
営に行き詰って廃止されたチャータースクール
も毎年相当の数に上っている．学校選択のフ
ラッグシップとして注目されてきたチャーター
スクールであるが，それが新しいタイプの公立
学校として成長していくためにはなお多くの克
服すべき課題が存在する．

6．「落ちこぼれをつくらない法律（NCLB）」

　2000 年 の 大統領選挙 に 僅差 で 勝利 し た
ジョージ W．ブッシュ大統領 は，就任 の わ ず
か 3 日後に「落ちこぼれを作らない法律（No 
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Child Left Behind Act: NCLB）」を提案すると
宣言し，議会を驚かせた．この立法はクリント
ン政権が進めていた教育のナショナル・スタン
ダードを実現するものではあったが，その手法
は明らかに従来の連邦政府のスタンスとは異
なっていたからである．端的に言えば，NCLB
は教育におけるナショナル・スタンダードの達
成を至上目標とし，成果をあげられない公立学
校と教員には改善を強制し，それでも改善を図
れない公立学校には「民営化」という究極の制
裁手段を用意するものであったからである．
　ブッシュ政権の NCLB は，よく知られるよ
うに，ブッシュ大統領が知事を務めていたテキ
サス州の教育改革をモデルとしたものである．
テキサス州は「テキサス学習能力アセスメン
ト（the Texas Assessment of Academic Skills: 
TAAS）を開発し，州内の公立学校に統一テス
トを課して生徒の学習能力の向上を図ってきた
ことで知られる32）．とくにヒューストンでは，
各学校の校長のアカウンタビリティを強化する
ため，校長の任期を 1 年とするとともに，退学
者数とテストの点数について学校区が毎年厳格
な基準を設け，基準を達成した校長には 5,000
ドル以上のボーナスを与え，達成できない校長
は異動，降格あるいは免職とした．ブッシュは
2000 年の大統領選挙において，ヒューストンで
はこれらの改革により高校の退学者が大幅に減
少し，テストの点数も上がったと述べ，「テキ
サスの奇跡」を強調した33）．そして大統領に就
任するや，ブッシュはヒューストンの学校教育
長であった R．ペイジ（Rod Paige）を連邦教育
省長官に任命し，教育改革に着手した34）．
　そしてブッシュ大統領は，就任直後の 2001
年 2 月 27 日に連邦議会において，「学校には改
善を進めるための適切な機会とそれを行うため
の支援が与えられるであろう．もし学校がそれ
をせず，失敗を続けるならば，我々は保護者や
生徒に別の選択肢を与えなければならない．そ
れは，より良い公立学校，私立学校，個別指導
あるいはチャータースクールである」と述べ，

学校選択を柱とする公教育改革を推進する意思
を表明した35）．しかし，「学校バウチャー」に
ついては議会が強く反発したため，ブッシュ政
権はそれを法案から外さざるをえなかった．だ
が，それ以外の部分においてはテキサスモデ
ルが取り入れられ，「落ちこぼれをつくらない
法律（NCLB）」は 2001 年 12 月に議会で可決，
2002 年 1 月にブッシュ大統領の署名によって
成立した．
　NCLB は 700 ページにも及ぶ複雑な立法で
あるが，同法のポイントは次の 3 点にある．そ
の 第 1 は，NCLB は 1965 年初等中等教育法及
びその改正法である 1994 年アメリカ学校改善
法を大幅に改正したものであるという点であ
る．NCLB は州政府に対して教育のスタンダー
ドを達成するための統一テストの実施と学校ご
との成績の公開を義務付けた．具体的にいうと，
各州は 2005─06 年学校年度までに第 3～8 学年
の生徒に対し，読解と算数の学力テストを毎年
実施しなければならない．第 10～12 年の生徒
は，その間に読解と数学のテストを最低一度は
受験することが義務付けられる36）．さらに州は
読解と数学については 2013─14 年までにすべて
の生徒が「習熟」レベルに達することができる
ように年度ごとの達成目標（1994 年アメリカ
学校改善法が導入した「年度ごとの十分な能力
向上（Adequate Yearly Progress: AYP）」）を
定め，その達成状況を測定しなければならない

（理科については 2005─06 年度までに目標を設
定し，2007─08 年までに試験を始めなければな
らない）．その際に，州はサブグループ（貧困
家庭，マイノリティ，障害者，英語能力の劣る
生徒）ごとに到達を測定しなければならない．
また，高校では卒業生の割合を達成基準に含め
ることが義務化された．そして教員に対しても
2006─06 年度末までに高い専門能力及び資格を
獲得するよう求めたのである．
　第 2 は，全米の公立学校の半数にあたるタイ
トルⅠの連邦補助金を受けている公立学校に対
して，州が定める目標（AYP）を達成できなかっ
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た場合の制裁措置を盛り込んだことである．具
体的には，2 年続けて AYP を達成できなかっ
た学校は，教員に対して専門訓練を実施すると
ともに，生徒に対して他の公立学校に転校する
選択肢を与えなければならない．3 年連続して
AYP を達成できなかった場合には，低所得家
庭の生徒に対して個人指導等の補習教育を提供
しなければならない．そして，それでも目標が
達成できない学校はリストラの対象となり，カ
リキュラムの転換や校長の交代，チャータース
クールへの移管，民間企業による運営などの改
善策が講じられることになる．
　第 3 の点は，生徒に学校を選択する権利を認
めたことである．上に述べたように，タイトル
Ⅰの連邦補助金を受けている学校が 2 年続けて
AYP を達成できない場合，学校は生徒に「公 
立学校選択（public school choice）」を与え， 
他の公立学校やチャータースクールへの転校と
いう選択肢を与えなければならない．そして生
徒が 3 年たっても AYP を達成できなければ，
学校区はその生徒に個人指導や補習教育を提供
しなければならない．この個人指導や補習は，
営利の教育機関，非営利組織，信仰に基づく団
体（FBO），チャータース クール，地方教育機
関など多様な供給者が提供することができる．
その際に州は保護者の選択の範囲を広げるため
できるだけプロバイダーの参入を図り，利用可
能な機関のリストを保護者に提供しなければな
らない．また，地方教育機関は，選択できる他
の公立学校や利用できる補習サービスのリスト
を毎年保護者に通知し，生徒とプロバイダーの
契約をサポートしなければならない．
　このように NCLB は，ナショナル・スタン
ダードを達成するための措置として，統一テス
トによる成果測定を各学校に義務付け，「失敗
校」にはリストラを課したのである．そして生
徒と保護者には「失敗校」から転校する権利と
補習教育を受ける権利が与えられた．すでにみ
てきたように，「学校選択」の導入に関する連
邦政府の関与は，もっぱら連邦補助金を通じて

の支援であった．しかし，NCLB はそれを保護
者の権利と位置づけ，AYP を達成できない学
校に対して保護者の選択を図ることを「マンデ
イト」として課したのである．
　この NCLB の立法化に対して，州や地方の
教育機関だけでなく，州や地方政府の全国組織
から批判の声が相次いだことはいうまでもな
い．2004 年にバージニア州下院は，バージニア
を NCLB から除外することを求める決議を 98
対 1 で可決した．同様の行動はオクラホマ州，
コネチカット州，アイダホ州でも起きている

（Stephens and Wikstrom 2007: 117─121）．また，
全米州議会会議（National Conference of State 
Legislature: NCSL）は，2005 年 3 月 に NCLB に
関するタスクフォース報告書を発表し，州が独
自に取り組んできた教育改革に対する連邦政府
の介入を強く批判した （NCSL 2005）37）．
　NCLB に対する評価は，生徒の学習到達度
の目標年度が 2014 年におかれていることか
ら，今後次第に本格化するものと思われる．し
かし，すでに各州では AYP を達成できない公
立学校が相当数に上ることが予想され，その
再編が大きな議論になっている．しかし「失
敗校」に義務付けられる個別指導や補習ある
いはチャータースクール等の選択肢について
は，地方教育機関は対応ができていないともい
われている．とくにチャータースクールの場
合，問題のある生徒を多く受け入れている学校
ほど，AYP の達成は難しいものになる．GAO

（U. S. Government Accountability Office）に
よれば，39 の州すべてにおいてチャータース
クールは州統一テストの対象に含まれていた

（GAO 2005）．しかし，2002─03 年度にテスト
結果を公表した 33 州の状況をみると，21 州で
は半数以上のチャータースクールが州の定め
る年次到達目標を達成していたが，12 州では
州目標を達成したチャータースクールは半分以
下にとどまった．ただし州の達成度には，ユタ
州の 100% からミズーリ州の 8% まで大きなば
らつきがある．また，目標を達成できなかった
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チャータースクールのうちタイトルⅠを受けて
いる学校には改善が義務付けられるが，大半の
チャータースクールはタイトルⅠの対象である
ことから，目標を達成できなかった時には生徒
を他の学校へ転校させたり補習サービスを提供
しなければならなくなる．GAO の調査によれ
ば，18 州で 148 校がこれに該当し，3 州では転
校が選択され，さらに 5 州では転校よりも補習
が行われている．ただし，10 州ではいずれも
実施していないか，あるいは状況を把握してい
ないとの回答があったとしている （GAO 2005: 
23─26）．この GAO の調査結果は，NCLB の存
在がチャータースクールの設立に当たって厳し
いハードルとなっていることを示している．各
州は NCLB の実施に際して AYP のレベルなど
を独自に設定でき，チャータースクールに対す
る特別措置を講じることもできる．しかし，現
状は，チャータースクールの項でも論じたよう
に，オーソライザーである州や地方の教育機関
はチャータースクールに特別の配慮を払っては
いない．その結果，州による違いはあるものの，
NCLB によってチャータースクールはますます
窮地に追い込まれてきているようにもみえる．

おわりに

　冒頭でも述べたように，2008 年の大統領選
挙で共和党から政権を奪い返した民主党のオバ
マ大統領は，ブッシュ政権の教育改革を強く批
判し，公教育を再生させる必要性を強調した．
そして，ワシントン DC で実施されている「学
校バウチャー」制度については廃止の姿勢を示
している38）．しかし，NCLB の見直しに対して
は明確な態度を示しておらず，オバマ政権のも
とで教育改革がどのような方向に進むのか，現
時点では不明である．しかし，確実に言えるこ
とは，公立学校を中心としてきたアメリカの
初等中等教育が，1980 年代からの「学校選択」
の流れのなかで，さまざまな教育主体による多
元的なガバナンスへと変容してきていることで
ある．より端的に言えば，今ではより多くの親

が荒廃した公立学校よりも私立学校を選択する
ようになり，あるいは民間企業が経営する学校
を選択するようになった．そして多くのアメリ
カ人は，住民自治の伝統的な公教育からは距離
を置き，「消費者」の視点から教育サービスを
選択するようになった．おそらくオバマ大統領
も，ミドルクラスの高い支持を受けて当選した
以上，この「学校選択」の流れを無視すること
はできないであろう．オバマ大統領の NCLB
の見直しに対する曖昧な姿勢はそのことを物
語っている．
　一方で，オバマ大統領は，公教育の再生を唱
え，チャータースクールへの支援を明らかにし
ている．なぜ，オバマ大統領はチャータースクー
ルを支持するのであろうか．
　アメリカでは，公教育はアメリカ人の市民精
神を養うものとされてきた．それゆえ住民主体
の公教育の運営はいまでもアメリカ社会の規範
であり続けている39）．地方教育機関である学校
区は，公選の教育委員で構成する地方教育委員
会によって統治されるのが一般的である．地方
教育委員会は公教育の基本方針やカリキュラム
を策定するほか，教育行政の責任者である教育
長を任命する．このシステムは 19 世紀末から
20 世紀初頭にかけての革新主義の影響を受け
て全米に広まったものである．そこではシティ
マネジャーと市議会の関係と同様に，教育委員
会が教育行政の最高責任者である教育長を選任
し，効率的な教育行政の任に当たらせるという
制度設計がなされている．もっとも，学校区の
予算は教育委員会が作成するが，財源は地方税
である資産税によるため，学校区が属する市あ
るいはカウンティの議会の承認が必要である．
また，学校建設などのために公債を発行する場
合は，住民投票（レファレンダム）の実施が義
務化されている場合がほとんどである．この

「ローカル・コントロール」と呼ばれる住民自
治の仕組みは，アメリカの公教育制度の最も根
幹的な要素とされてきた．
　この制度設計はまた，別の見方をすれば，教
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育を政治対立から切り離そうとするものでも
あった．19 世紀末からの市政改革運動の展開
のなかで，アメリカの地方自治体は政党政治か
ら切り離され，効率的な経営を行うための自治
体組織の専門化が進められた．そして地方の公
教育についても，まったく同様の意図に立って
改革が行われたわけである．
　注意しなければならない点は，住民の負担と
関与のもとに行われる公教育では，低所得者に
対する教育は必ずしも保障されないことであ
る．第二次大戦後の経済的繁栄のなかで白人ミ
ドルクラスは低所得のマイノリティと居住地域
を分け，質の高い公教育を構築してきた．そこ
では公教育における「ローカル・コントロール」
は，都市移民人口が急増するなかで白人ミドル
クラスの利益を保護するためのレトリックとし
ても利用されたのである．
　この「ローカル・コントロール」に異議を唱
えたのが，人種差別に反対する公民権運動で
あった．1960 年代になると，白人地区の児童
を黒人地区の学校に強制的に通学させる「強制
バス通学」が各地で進められた．また，連邦
政府は 1965 年初等中等教育法を定めて貧困家
庭の児童に対する積極的な教育支援に乗り出
した．しかし，連邦政府による教育への関与
と教育予算の急増は，1978 年の「納税者の反
乱」を機に厳しく批判されるようになる．そし
て 1980 年代になると，公教育そのものが問題
とされ，「選択と競争」の原理に立った公教育
の改革が全米各地で推進されていった．チャー
タースクールも，この公教育改革の流れの中か
ら生まれたものである．
　とはいえ，これまで見たように，チャーター
スクールは既存の公立学校に取って代わろう
とするものではない．その設立目的はさまざ
まだが，そこには公立学校の教育すらも十分に
受けられない児童を救済するために設立された
ものも数多く存在する．しかしながら，ミドル
クラスの関心は，落ちこぼれた子どもを救うた
めのチャータースクールよりも，テストで高い

得点をあげられる学校に向けられがちである．
2010 年の中間選挙で共和党は大躍進を果たし
たが，その背景に，保守的な白人ミドルクラス
を 中心 と し た「ティーパーティ（Tea Party）
運動」の盛り上がりがあったことを忘れてはな
らない．学校選択による公教育の改革は，多く
のティーパーティ運動家が主張するところでも
ある．オバマ大統領は，チャータースクールを
積極的に支援する姿勢を示しているが，アメリ
カの公教育の危機はまだ過ぎ去ってはいない．
これからアメリカの公教育改革はどの方向に向
かっていくか．今後の動きが注目される．
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注
1）国有地の譲渡を受けた州政府はその土地を売

却ないし貸与して大学設置の基金とした．これ
により全米各州に 60 あまりの「ランドグラン
ト（land grant）大学」と呼ばれる州立大学が
設立された．また 1890 年モリル法は大学にお
ける黒人差別を禁止したが，黒人を対象とした
大学の設立を支援したことから，さらに 20 近
い「ランドグラント大学」が設置された．

2）リンカーン暗殺後に大統領に就任したジョン
ソンは，初代教育長官（U. S. Commissioner of 
Education）にセントジョンズカレッジ学長の
ヘンリー・バーナードを任命した．ただし発足
時の教育省の規模は小さく，職員は 4 人しかい
なかった．

3）その後，連邦教育部は名称を連邦教育局（U. S.  
Office of Education）と変え，1953 年にアイゼ
ンハウアー大統領の行政組織再編により保健教
育福祉省の一部となった．そしてカーター政権
時代の 1979 年に連邦教育省が創設され，公式
に閣内省として独立した．

4）最初に無料の公教育を州法で定めたのは 1854
年のコネチカット州である．そして 1911 年に
ミシシッピ州が州法を制定し，合衆国の公教育
制度は確立をみた．

5）また，1958 年にアイゼンハウアー大統領は，
ソ連のスプートニク打ち上げのショックに対し

「国家防衛教育法」を制定して，公立学校にお
ける科学教育への連邦補助を開始した．

6）1954 年の Brown vs. Board of Education の判
決において連邦最高裁判所は教育における差別
の是正を連邦政府に求めた．これを受けて公民
権運動は教育問題に重点を移していった．

7）ただし地域ごとの差は大きい．南部では元来
カウンティの行政権が強かったうえに南北戦争
後の混乱から地方教育委員会制度の確立は遅れ
た．

8）これ以外の教育行政に関する大きな全国組織
と し て は，全米初等学校長会（NAESP: 1921
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年創設）と 全米中等学校長会（NASSP: 1916
年創設）がある．

9）その最も有名な例とされるのが 1976 年の大
統領選挙 で あ る．民主党候補 の ジ ミー・カー
ターは NEA の全面的支援を受けて当選を果
たした．そして，その見返りに保健教育福祉
省 の 一部局 で あった 教育局（U. S. Office of 
Education）を独立させて教育省を設置した

（Radin and Hawlwey 1983） ．
10）1964 年経済機会法にはヘッドスタート以外

に，タイトルⅠとして Job Corps が設けられた．
Job Corps は恵まれない青年に対して職業訓練
と教育を提供するための宿泊型の職業訓練セン
ターを全米に設置するもので，現在でも連邦政
府の直轄の施設として各地で運営されている．

11）ヘッドスタート事業は，経済機会庁が廃止さ
れた後は連邦保健教育福祉省に移され，現在は
連邦厚生省（U. S. Department of Health and 
Human Services）が所管している． 

12）ケッペルの前職はハーバー大学教育学部長で
ある．ケッペルは 1962 年にケネディ大統領に
より連邦保健教育福祉省の教育局長に任命され
た．

13）カソリック団体は，ケネディ大統領がカソ 
リックであったことから民主党を支持し，カソ
リック学校に対する連邦の支援を求めていた．

14）南部民主党議員は，カソリック学校に対する
いかなる援助にも反対していた．

15）1970 年代初めにニクソン大統領は，連邦補
助金を分野ごとに束ねて州に実施権限を委譲す
る総合補助金を提案したが，そこには教育に関
する連邦補助金も含まれていた．しかし民主党
議員や圧力団体の反対から連邦議会は初等中等
教育法の総合補助金化には動かなかった（小池
1990）．

16） マ グ ネット ス クール は「強制 バ ス 通学
（busing）」よりも反対者が少ないという理由か
らも歓迎された．マグネットスクールに対して
は連邦政府も 1984 年以来「マグネットスクー
ル支援プログラム」を通じて財政的援助を行っ
ている （Colvin 2004: 11─36）．

17）この点で大きな影響を及ぼしたのが，社会学
者ジェームズ・コールマンが 1982 年に発表し
た公立学校と私立学校の生徒の成績に関する
調査結果である（Coleman, Hoffer, and Kilgore 
1992）．コールマンは，私立学校の生徒の方が
公立学校の生徒よりも成績が優秀であると指摘
し，公立学校システムを改革する必要性を指摘
した．なお，コールマンは 1966 年にも連邦議
会の指示で当時の連邦教育庁が行った教育と人
種問題の関係に関する調査に携わり，入学前の
家庭環境が児童の成績に影響を及ぼしていると
指摘し，白人と黒人の間にギャップがあること

を指摘した （Coleman, et al. 1966）．
18）全米教育目標会議（NEGP）は超党派の独立

機関として州知事（8 人），州議会議員（4 人），
大統領任命者（2 人）で構成され，1992 年には
連邦議員 4 人が加わり体制強化が図られた．

19）全国教育基準改善諮問委員会（NESIC）は
1994 年中間選挙で圧勝した共和党が連邦政府
の関与に否定的であったことから解散に追い込
まれた．

20）そこでは「すべての地方教育機関と学校は
AYP 基準の達成に向けて努力するとともに，
成果を達成するために必要な場合には補完的
サービスや学校選択あるいは教員の入れ替えな
どの措置をとらなければならない」と規定され
た．

21）1999 年の一般教書演説でクリントン大統領
は GOAL 2000 を 2000 年以後も続けることを
宣言 し た．な お，全米教育目標会議（NEGP）
は America Education Goals Panel と名称を変
えつつも，各州の教育標準達成を支援するため
のデータ作成などを行った．そして 2002 年の

「落ちこぼれを作らない法律（NCLB）」制定ま
で活動を続けた．

22）学校バウチャーの考えを初めて提唱したの
は，経済学者のミルトン・フリードマンである

（Friedman 1966）．
23）1980 年代にレーガン大統領は，「私立学校の

授業料と公立学校維持のための税金支払いとい
う二重の財政負担は軽減されなければならな
い」と主張し，私立学校へ通う子供を持つ低中
所得家庭を対象とした 100～300 ドルの連邦所
得税減税を提案したが，実現しなかった．ま
た 1985 年以降には恵まれない生徒に対する連
邦補助金を低所得家庭を対象とする教育バウ
チャーに転換する法案を提出したが，これも失
敗に終わった（自治体国際化協会 1997）．

24）フロリダ州の制度は，州内の公立学校に対し
て 5 段階評価を行い，最低評価の公立学校の子
どもたちに対して 1 人あたり年 3,000～5,000 ド
ルを支給して私立学校への転校を可能にするも
のである．

25）他方で，私立学校からの供給にも限界がある．
ブライアン・ハッセルは，私立学校には定員が
あること，バウチャーに付随する規制すなわち
授業料の制約や入学試験における抽選制，アカ
ウンタビリティや報告の義務などにも私立学校
に二の足を踏むであろうと述べている．すなわ
ち，私立学校のなかには少人数教育を売り物に
しているところが多く，バウチャーでより多く
の生徒を受け入れると，学校のカルチャーや既
存の「カスタマー」を傷つけてしまいかねない． 
逆にバウチャーの生徒を受け入れたいとする学
校もあるだろうが，それらは評判が悪く定員割

（16）
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れをしている学校かもしれない．しかし保護者
たちはそうした学校は選択しないと述べている

（Hassel 2003）．
26）クリントン大統領は，「チャータースクール

は，公教育システムにおける結果に対するアカ
ウンタビリティ，競争，選択を推進することに
より学校改革の力強いエンジンになるものであ
る」と述べ，チャータースクールを積極的に支
援したが，学校バウチャーには否定的な姿勢を
とり続けた．Memorandum for the Secretary 
of Education， May 4， 2000．

27）チャータースクール支援プログラム（PCSP）
は，1994 年アメリカ学校改善法のタイトル X
の Part C として創設された．PCSP は多様な
目的に当てることができるが，施設整備には使
えない．交付される期間は原則としてチャー
タースクール開設から 3 年以内である．

28）The Center for Education Reform， National 
Charter School and Enrollment Statistics 2010， 
October 2010．による．<http://www.edreform.
com/_upload/CER_charter_numbers.pdf>

［accessed 6 March 2010］．
29）全米教育協会（NEA）の ホーム ページ に

よ る．<http://www.nea.org./charter/index.
html>［accessed 6 March 2011］ 例 え ば，ワ シ
ン ト ン 州 で は 1996 年 か ら チャータース クー
ル法を制定するための住民投票や議会による
立法作業が行われてきたが，教員組合の反対
で 成立 し な かった．し か し 2004 年 に なって
チャータースクール法はようやく成立した．
Washington Charter School Resource Center， 
“History of Charter Schools.” <http://www．
wacharterschool .org/learn/index.html>

［accessed 6 March 2011］.
30）チャータースクールを推進する立場にある

全米公共 チャータース クール 連盟（National 
Alliance for Public Charter School）は，全米 で
約 36 万 5,000 人 が チャータース クール の 入学
を希望しており，さらに 1,100 校のチャーター
スクールを設立する必要があると指摘してい
る．<http://www.publiccharters.org/node/45>

［accessed 6 March 2011］.
31）なお，施設整備については別に the Credit 

Enhancement for the Charter School Facilities 
Program という補助金が 2001 年に設けられ
た．これはチャータースクールの設置者が資金
の借り入れをする際の信用を増強するものであ
る．なお，カリフォルニアなどいくつかの州で
は独自に特別支援プログラムを設けている．

32）テキサス州では 1980 年代から教育改革に取
り組んできた．1979 年に導入された「テキサス
基礎学力アセスメント（Texas Assessment of 
Basic Skills: TABS）」とそれを 1984 年に改訂し
た「ミニマム学力教育評価（Texas Educational 
Assessment of Minimum Skills: TEAMS）」 は
TAAS の母体となったものである（Cruse and 
Twing 2000: 327─331）． 

33）もっとも，「テキサスの奇跡」については，
それを疑問視する声も多い．CBS は，退学率
の劇的な低下は，校長や教育委員会が退学者を
他校への転校や他地域への転出として扱い，退
学者としてカウントしなうという操作が行われ
た可能性を指摘している．また，統一テストの
成績向上は，成績の悪い生徒をテストを受ける
第 10 学年に進級させなかったためではないか
としている．“The ʻTexas Miracleʼ: 60 Minutes 
II Investigates Claims That Houston School 
Falsified Dropout Rates,” CBS News， August 
25， 2004． 

34）このヒューストンのアカウンタビリティ制度
はペイジが創設したものである．

35）同時にブッシュ大統領は，「教育のローカル・
コントロールは大事であり，ワシントン DC が
公教育を支配してはならない．だが，連邦政府
が予算を使っている以上，成果をあげなければ
ならない．児童は毎年，第 3 学年から第 8 学年
まで基礎読解と算数のテストを受けるべきであ
る．なぜなら能力測定でしか児童の学習状況を
知ることができないからである．私がそれを知
りたいのは，アメリカの子どもたちを落ちこぼ
れにしてはならないからである」と述べた．

36）このほかに州は第 4 学年と第 8 学年の生徒か
ら代表を選び，全国教育進捗度アセスメントテ
ストに参加させねばならない．

37）この NCSL の報告書については，日本でも
土屋恵司が紹介している（土屋 2006）．

38）ワシントン DC は連邦政府の管轄であること
から，連邦議会は 2004 年 1 月に「DC 学校選択
インセンティブ法」を可決し，学校バウチャー
制度を発足させた（Wong 2008）．オバマ政権
はワシントン DC の学校バウチャーを廃止する
としているが，現時点（2011 年 3 月）ではまだ
廃止されていない．

39）地域や学校での教育と民主主義的市民性に関
しては Greenstein （1965）を参照．

［こいけ　おさむ　横浜国立大学大学院国際社会
科学研究科教授］
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